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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
本体の外郭を構成する本体外郭と、前記本体の上部に設けられており、調理容器が載置さ
れるトッププレートと、前記調理容器を誘導加熱する加熱コイルと、前記加熱コイルを駆
動するインバータ回路と、前記調理容器の底面から、前記トッププレートを介して前記調
理容器の温度を検出する温度検知手段と、前記インバータ回路の出力を制御する制御部と
、前記制御部の加熱開始の指示および設定火力の変更が行われる操作部と、を備え、
前記制御部には、加熱開始から所定時間までに前記温度検知手段で検知した温度の時間変
化量から温度勾配を算出する温度勾配算出手段を有し、
材料に水を含む調理メニューである鍋物、あるいは材料に水を含む調理メニューであるだ
し作り、を行う自動調理モードにおいて、
加熱開始から前記所定時間が経過した後に、前記インバータ回路の出力を前記設定火力に
て、前記温度勾配が大きいほど維持時間を短くした前記維持時間だけ継続後、
前記インバータ回路の出力を前記設定火力よりも低い出力に低下させるようにするととも
に、
前記加熱コイルの外周の内側で中心以外の位置に第２の温度検知手段を設け、前記温度勾
配算出手段は加熱開始から所定時間までに前記第２の温度検知手段で検知した温度の検出
値の時間変化量から第２の温度勾配を算出し、前記第２の温度勾配の大きさによって、前
記調理容器の底面の反り量を推定し、前記維持時間を補正する誘導加熱調理器。
【請求項２】
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前記温度勾配算出手段は、加熱開始から所定時間までに複数回算出した前記温度検知手段
で検知した温度の時間変化量の最大値を前記温度勾配とする請求項１に記載の誘導加熱調
理器。
【請求項３】
前記制御部は、加熱開始時における前記温度検知手段で検知した温度によって、前記維持
時間を変更する請求項１または２に記載の誘導加熱調理器。
【請求項４】
前記制御部は、加熱開始から前記維持時間が経過するまで前記操作部からの設定火力の変
更を受け付けず、前記維持時間が経過すると前記設定火力の変更を可能とした請求項１～
３のいずれか１項に記載の誘導加熱調理器。
【請求項５】
前記制御部は、前記維持時間が経過したときに報知を行う請求項１～４のいずれか１項に
記載の誘導加熱調理器。
【請求項６】
前記だし作りを行う自動調理モードにおいて、前記インバータ回路の出力を、沸騰前に前
記設定火力よりも低い出力に低下させるようにした請求項１～５のいずれか１項に記載の
誘導加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、調理容器などの被加熱物を加熱する誘導加熱調理器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、鍋やフライパンなどの調理容器を、加熱コイルにより誘導加熱する誘導加熱調理
器が、一般家庭や業務用などで広く用いられており、サーミスタなどの感熱素子や赤外線
センサをトッププレートの下面に設けて、調理容器の底面の温度を検出し、検出した温度
が目標温度と一致するように加熱コイルを制御している。
【０００３】
　しかしながら、調理容器内の液体を自動で加熱する際、液体が沸騰したときの沸騰状態
を検知してから火力を停止または低下させる沸騰検知が一般的な方法である。
【０００４】
　具体的には、所定時間ごとの温度検知部の検出温度を時間に関して微分演算し、かつ、
連続する所定回数の微分演算値の移動平均値を求め、温度検知部が所定値を超える温度を
検出した後、当該所定値を検出した時点での微分演算値の移動平均値を比較基準値とし、
当該比較基準値に対してあらかじめ設定した比率だけ低下した微分演算値の移動平均値を
得た時に調理物の沸騰を判定するものである。これにより、電気的ノイズにより変動が大
きい温度検知部の検出温度の微分値を利用しながらも、電気的ノイズの影響を受けにくく
、したがって、より正確に沸騰判定が行え、しかも、加熱によって調理物の温度上昇度が
大きく、温度上昇度がほぼ安定している温度帯で検出した温度の時間微分値の移動平均値
を比較基準にして沸騰判定する（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　図１３は従来の沸騰検知を示す図である。図１３において、あらかじめ設定した比率（
ここでは、１／２）だけ低下した微分演算値の移動平均値Ｄ１／２を得た時点ｔ２に調理
物の沸騰判定を行う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３７８４９８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００７】
　しかしながら前記従来の構成では、沸騰を検知するため、煮立ち始めや吹き零れ前に火
力を低下することができないという課題を有していた。
【０００８】
　本発明は、前記従来の課題を解決するもので、煮立ち始めや吹き零れ前に火力を低下す
ることで、鍋物調理やだし作り機能などで使い勝手の良い加熱調理器を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記従来の課題を解決するために、本発明の誘導加熱調理器は、本体の外郭を構成する
本体外郭と、前記本体の上部に設けられており、調理容器が載置されるトッププレートと
、前記調理容器を誘導加熱する加熱コイルと、前記加熱コイルを駆動するインバータ回路
と、前記調理容器の底面から、前記トッププレートを介して前記調理容器の温度を検出す
る温度検知手段と、前記インバータ回路の出力を制御する制御部と、前記制御部の加熱開
始の指示および設定火力の変更が行われる操作部と、を備え、前記制御部には、加熱開始
から所定時間までに前記温度検知手段で検知した温度の時間変化量から温度勾配を算出す
る温度勾配算出手段を有し、材料に水を含む調理メニューである鍋物、あるいは材料に水
を含む調理メニューであるだし作り、を行う自動調理モードにおいて、加熱開始から前記
所定時間が経過した後に、前記インバータ回路の出力を前記設定火力にて、前記温度勾配
が大きいほど維持時間を短くした前記維持時間だけ継続後、前記インバータ回路の出力を
前記設定火力よりも低い出力に低下させるようにするとともに、前記加熱コイルの外周の
内側で中心以外の位置に第２の温度検知手段を設け、前記温度勾配算出手段は加熱開始か
ら所定時間までに前記第２の温度検知手段で検知した温度の検出値の時間変化量から第２
の温度勾配を算出し、前記第２の温度勾配の大きさによって、前記調理容器の底面の反り
量を推定し、前記維持時間を補正するものである。
 
【００１０】
　これによって、材料に水を含む調理メニューである鍋物、あるいは材料に水を含む調理
メニューであるだし作り、を行う自動調理モードにおいて、加熱開始から所定時間までの
温度勾配の大きさによって、設定火力を低下させるまでの維持時間を最適に決定すること
ができる。また、調理容器の底面が反っている場合にも適切な調理を行うことができる。
 
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の誘導加熱調理器は、材料に水を含む調理メニューである鍋物、あるいは材料に
水を含む調理メニューであるだし作り、を行う自動調理モードにおいて、調理容器内の食
材（例えば、水や昆布だし汁など）を煮立ち始めや吹き零れ前に火力を低下することがで
き、必要以上に沸騰させることなく調理することができ、鍋物調理やだし作り機能などで
使い勝手の良い加熱調理を行うことができる。また、調理容器の底面が反っている場合に
も適切な調理を行うことができる。
 
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の全体構成図
【図２】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の温度勾配算出値と時間の関
係を示す図
【図３】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の各温度勾配に対する算出時
間を示す図
【図４】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の温度勾配と所定時間以後の
加熱時間の関係を示す図
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【図５】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の第２の温度検知手段による
温度勾配と時間の関係を示す図
【図６】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の第２の温度検知手段の温度
勾配に対する算出補正時間を示す図
【図７】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の調理容器の各反り量に対す
る第２の温度検知手段の検知温度と時間の関係を示す図
【図８】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の温度検知手段の温度勾配と
所定時間以後の加熱時間と補正時間の関係を示す図
【図９】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の高温時の温度勾配算出値と
時間の関係を示す図
【図１０】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の加熱開始温度（温度検知
手段の初期温度θ０）と補正時間Ｔｈａの関係を示す図
【図１１】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の高温時の温度検知手段の
温度勾配と所定時間以後の加熱時間と補正時間の関係を示す図
【図１２】本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の加熱開始温度（温度検知
手段の初期温度θｈｏｔ０）と時間Ｔｈｏｔａの関係を示す図
【図１３】従来の沸騰加熱制御を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　第１の発明は、本体の外郭を構成する本体外郭と、前記本体の上部に設けられており、
調理容器が載置されるトッププレートと、前記調理容器を誘導加熱する加熱コイルと、前
記加熱コイルを駆動するインバータ回路と、前記調理容器の底面から、前記トッププレー
トを介して前記調理容器の温度を検出する温度検知手段と、前記インバータ回路の出力を
制御する制御部と、前記制御部の加熱開始の指示および設定火力の変更を行う操作部と、
を備え、前記制御部には、加熱開始から所定時間までに前記温度検知手段で検知した温度
の時間変化量から温度勾配を算出する温度勾配算出手段を有し、材料に水を含む調理メニ
ューである鍋物、あるいは材料に水を含む調理メニューであるだし作り、を行う自動調理
モードにおいて、加熱開始から前記所定時間が経過した後に、前記インバータ回路の出力
を前記設定火力にて、前記温度勾配が大きいほど維持時間を短くした前記維持時間だけ継
続後、前記インバータ回路の出力を前記設定火力よりも低い出力に低下させるようにする
とともに、前記加熱コイルの外周の内側で中心以外の位置に第２の温度検知手段を設け、
前記温度勾配算出手段は加熱開始から所定時間までに前記第２の温度検知手段で検知した
温度の検出値の時間変化量から第２の温度勾配を算出し、前記第２の温度勾配の大きさに
よって、前記調理容器の底面の反り量を推定し、前記維持時間を補正するので、材料に水
を含む調理メニューである鍋物、あるいは材料に水を含む調理メニューであるだし作り、
を行う自動調理モードにおいて、調理容器内の食材（例えば、水や昆布だし汁など）を必
要以上に沸騰させることなく調理することができる。また、調理容器の底面が反っている
場合にも適切な調理を行うことができる。
 
【００１４】
　第２の発明は、特に、第１の発明の加熱調理器の前記温度勾配算出手段において、加熱
開始から所定時間までに複数回算出した前記温度検知手段で検知した温度の変化量の最大
値を前記温度勾配とすることで、調理容器内の食材（例えば、水や昆布だし汁など）の水
量を適切に推測し、より適切に維持時間を設定することができる。
 
【００１６】
　第３の発明は、特に、第１または第２の発明の加熱調理器の前記制御部において、加熱
開始時における前記温度検知手段で検知した温度によって、前記維持時間を変更するよう
にすることで、室温など常温よりも高い温度で調理を開始した場合でも、適切な残加熱時
間を設定できるので適切な加熱調理を行うことができる。
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【００１７】
　第４の発明は、特に、第１～第３のいずれか１つの発明の加熱調理器の前記制御部にお
いて、加熱開始から前記維持時間が経過するまで前記操作部からの設定火力の変更を受け
付けず、前記維持時間が経過すると前記設定火力の変更を可能としたので、調理物が適切
な温度に到達するまでに使用者の誤使用や、不用意に火力を落とすことなく調理すること
ができる。
 
【００１８】
　第５の発明は、特に、第１～第４のいずれか１つの発明の加熱調理器の前記制御部にお
いて、前記維持時間が経過したときに報知を行うことで、たとえば、使用者がだし汁や鍋
物スープを加熱したときに食材を入れるタイミングをわかりやすくすることができる。
 
【００１９】
　第６の発明は、特に、第１～第５のいずれか１つの発明の加熱調理器において、特に、
前記だし作りを行う自動調理モードにおいて、前記インバータ回路の出力を、沸騰前に前
記設定火力よりも低い出力に低下させるようにしたので、（例えば昆布の）良いだしが出
る出し作りの調理を行うことができる。
 
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお、この実施の
形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２１】
　（実施の形態１）
　図１に、本発明の実施の形態における誘導加熱調理器の全体構成図を示す。本実施の形
態の誘導加熱調理器は、鍋物やだし汁作りなどの下ごしらえで加熱を行う際に、煮立ち始
め、または吹き零れる前に火力を低下させるので食材投入前に不必要に沸騰することなく
鍋物調理を最適に行うことができる。
【００２２】
　この誘導加熱調理器は、例えば、家庭用卓上などで使用される。
【００２３】
　本実施の形態の誘導加熱調理器は、機器上面に設けられたトッププレート１と、高周波
磁界を発生させることによって、トッププレート１の上に載置された調理容器２を誘導加
熱する加熱コイル３と、を備える。トッププレート１は、ガラスなどの電気絶縁物からな
る。加熱コイル３は、トッププレート１の下方に設けられている。加熱コイル３は、同心
円状に２分割されて外コイル３ａと内コイル３ｂを形成している。外コイル３ａと内コイ
ル３ｂの間に、隙間が設けられている。調理容器２は、加熱コイル３の高周波磁界により
発生した渦電流によって、発熱する。
【００２４】
　トッププレート１の使用者側には、加熱の開始／停止などを使用者が指示するための操
作部１４が設けられている。また、操作部１４と調理容器２との間に表示部（図示せず）
が設けられている。
【００２５】
　サーミスタなどにより構成される温度検知手段４は、外コイル３ａと内コイル３ｂの同
心円の中央に設けられ、第２の温度検知手段１８は、外コイル３ａと内コイル３ｂの間に
設けられている。なお、温度検知手段４および第２の温度検知手段１８の設置場所は、被
加熱物の温度を検出できれば位置を限定しない。温度検知手段４および第２の温度検知手
段１８は、トッププレート１を介して温度を検出する。なお、温度検知手段４および第２
の温度検知手段１８は、フォトダイオードやサーモパイルなど対象物から放射される赤外
線を検知するセンサであればさらによい。
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【００２６】
　加熱コイル３の下方には、商用電源６から供給される交流電圧を直流電圧に変換する整
流平滑部７と、整流平滑部７から直流電圧を供給されて高周波電流を生成し、生成した高
周波電流を加熱コイル３に出力するインバータ回路８とが設けられている。また、商用電
源６と整流平滑部７との間に、商用電源６から整流平滑部７に流れる入力電流を検出する
ための入力電流検出部９が設けられている。
【００２７】
　整流平滑部７は、ブリッジ接続されたダイオードで構成される全波整流器１０と、全波
整流器１０の出力端子間に接続された、チョークコイル１６及び平滑コンデンサ１７で構
成されるローパスフィルタと、を有する。インバータ回路８は、スイッチング素子１１（
本実施の形態ではＩＧＢＴ）と、スイッチング素子１１と逆並列に接続されたダイオード
１２と、加熱コイル３に並列に接続された共振コンデンサ１３と、を有する。インバータ
回路８のスイッチング素子１１がオン／オフすることによって、高周波電流が発生する。
インバータ回路８と加熱コイル３は、高周波インバータを構成する。
【００２８】
　本実施の形態の誘導加熱調理器は、さらに、インバータ回路８のスイッチング素子１１
のオン／オフを制御することによって、インバータ回路８から加熱コイル３に供給される
高周波電流を制御する制御部１５を有する。制御部１５は、操作部１４から送信される信
号および温度検知手段４が検出した温度に基づいて、スイッチング素子１１のオン／オフ
を制御する。
【００２９】
　制御部１５は、温度検知手段４の出力に基づいて加熱コイル３の高周波電流を制御して
調理容器２の加熱電力量を制御する温度制御手段と、温度検知手段４および第２の温度検
知手段１８で検知した温度の検出値の時間変化量を算出する温度勾配算出手段と、を含む
。また、これらの制御動作はマイクロコンピュータ（図示せず）によって行われる。
【００３０】
　操作部１４は、表示部の手前側（使用者側）に設けられる。操作部１４は、タクト式の
スイッチ１４ａ～１４ｄを含む。スイッチ１４ａ～１４ｄは、調理に関する指示を入力す
るためのスイッチであって、加熱部に対応させて設けられている。
【００３１】
　各スイッチ１４ａ～１４ｄには、それぞれ特定の機能が割り当てられている。例えば、
スイッチ１４ａは、調理の開始及び終了を制御する機能が割り当てられた切／入スイッチ
である。なお、スイッチは、タクト式に限定するものではなく、静電容量検知式のような
タッチ式でもよい。
【００３２】
　スイッチ１４ｄは、「ホットプレート」「加熱」「鍋物」「揚げ物」の調理メニューに
適した動作モードに切り換える機能が割り当てられたメニュースイッチである。メニュー
スイッチ１４ｄを押下することによって、「ホットプレート」「加熱」「鍋物」「揚げ物
」のように文字やイラストが点滅し、動作モードの選択が切り換えられる。「ホットプレ
ート」「加熱」「鍋物」「揚げ物」の動作モードが選択されているときに、切／入スイッ
チ１４ａが操作されると、選択されている動作モードが決定され、決定された動作モード
に対応する表示が点滅から、決定された動作モードに対応する表示が点灯する。
【００３３】
　スイッチ１４ｂは、火力などの出力設定値を上げる機能が割り当てられたアップキーで
あり、スイッチ１４ｃは、火力などの出力設定値を下げる機能が割り当てられたダウンキ
ーである。「加熱」モードが設定されている場合、スイッチ１４ｂ及びスイッチ１４ｃに
よって、火力の設定が可能となる。
【００３４】
　また、制御部１５の制御モードは、加熱が停止した状態では待機モードとなる。待機モ
ードでは、加熱動作時の動作を制御するための制御モードである動作モードが選択できる
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。待機モードにおいて制御モード選択キーとして機能するスイッチ１４ｄを操作すると複
数の動作モードの中からひとつの動作モードを選択できる。
【００３５】
　例えば、「ホットプレート」モードが選択されて待機モードとなっているときに、加熱
開始キー１４ａが押されると（操作されると）加熱動作が開始され、制御部１５は出力設
定値を自動的に例えば「設定火力＝１４００Ｗ」として「ホットプレート」モードの予熱
加熱を開始する。なお、「ホットプレート」モードは使用者が選択した出力設定値（例え
ば、設定温度「２５０℃」、「２００℃」、・・・「９０℃」）を任意に選択して加熱す
る動作モードであり、スイッチ１４ｂは、出力設定値として設定温度を上げる機能が割り
当てられ、スイッチ１４ｃは、出力設定値として設定温度を下げる機能が割り当てられ、
使用者はスイッチ１４ｂ及びスイッチ１４ｃにより任意に設定温度を変更することができ
る。
【００３６】
　制御部１５が「加熱モード」で動作するときは、スイッチ１４ｂ及びスイッチ１４ｃを
操作することにより出力設定値としての設定火力を変更することができる。スイッチ１４
ｂ及びスイッチ１４ｃにより、出力設定値が変更されると、制御部１５にそのことを伝達
するための出力設定情報が出力される。制御部１５は、インバータ回路８の入力電流を、
カレントトランスを含む入力電流検出部９でモニタして、加熱出力が出力設定値となるよ
うにインバータ回路８を構成するスイッチング素子（図示せず）を制御して必要な大きさ
の高周波電流を加熱コイル３に供給する。
【００３７】
　上記のように構成される本実施形態の誘導加熱調理器の動作について、以下に説明する
。
【００３８】
　図２は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の温度勾配算出値と時間の
関係を示す図であり、たとえば調理容器２に任意の水量ａ、水量ｂ、水量ｃ（ａ＜ｂ＜ｃ
とする）の水を加熱したときの所定時間（例えば、３００秒）経過時点の温度勾配算出手
段によって得られる温度勾配△θａ、△θｂ、△θｃをプロットしたものである。温度勾
配は、たとえば温度検知手段４で得られた検知温度（摂氏温度）の４０秒間の温度差を１
秒ごとに出力し、さらに１０秒間の移動平均値を１秒ごとに出力して求められる。図３は
、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の各温度勾配に対する算出時間を示
す図であり、所定時間経過時点で求められた温度勾配△θａ、△θｂ、△θｃに対する加
熱時間のパラメータを表す。図４は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器
の温度勾配と所定時間以後の加熱時間の関係を示す図である。この図では、代表的に水量
ａのものをプロットしているが、各種水量に対する所定時間以後の加熱時間の関係は、Ｔ
ａ＜Ｔｂ＜Ｔｃとなる。
【００３９】
　これによると、前述した操作部１４により加熱が開始され、加熱開始から所定時間まで
の温度勾配算出手段で算出された温度勾配が大きいほど設定火力の維持時間が短くなるよ
うに、所定時間以後の加熱時間を確定し、所定時間以後の加熱時間が経過すると設定火力
よりも低い火力で加熱するようにすることで、調理容器内の食材（例えば、水や昆布だし
汁など）を必要以上に沸騰させることなく、または沸騰する前に調理することができる。
【００４０】
　図５は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の第２の温度検知手段によ
る温度勾配と時間の関係を示す図である。△θ２ａとは、前述した水量ａ加熱時の温度勾
配であり、△θ２ｂ、△θ２ｃ（図示せず）も記号との関係は同様の考え方である。図６
は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の第２の温度検知手段の温度勾配
に対する算出補正時間を示す図であり、所定時間経過時点で求められた温度勾配△θ２ａ
（△θ２ｂ、△θ２ｃは図示せず）に対する加熱時間のパラメータの補正時間を表す。前
述したように、第２の温度検知手段１８は、外コイル３ａと内コイル３ｂの間に設けられ
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ており、この構成によって、たとえば調理容器２の中央部分が温度検知手段４に対して反
って適切な検知ができない場合、反り量に対して第２の温度検知手段１８で検知した出力
値（たとえば、摂氏温度やＡＤ値）から反り量を推定して前述の確定した加熱時間（Ｔａ
、Ｔｂ、Ｔｃ）に対して補正を行うことができる。図７は、調理容器の各反り量に対する
第２の温度検知手段の検知温度と時間の関係を示す図である。なお、図７の特性は本実施
の形態に特有のもので、構成に対して特性が異なる場合は、この関係がこの通りであると
限定はしない。図８は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の温度検知手
段の温度勾配と所定時間以後の加熱時間と補正時間の関係を示す図である。図８は、図４
で求められた加熱時間Ｔａに対し、任意の反り量の調理容器２が使用されたときに、図６
で求めた時間Ｔ２ａ分補正した加熱時間で加熱するものである。
【００４１】
　これによると、任意の反り量の調理容器２を使用して、前述した操作部１４により加熱
が開始され、加熱開始から所定時間までの温度勾配算出手段で算出された温度勾配の大き
さによって求められた設定火力の維持時間に調理容器の反り量の補正を行うことで、調理
容器２の反りレベルに応じた適切な加熱を行うことができる。
【００４２】
　図９は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の高温時の温度勾配算出値
と時間の関係を示す図である。この図は、加熱開始温度が高温で、その他は図２で説明し
たものと同じものとし、以降、代表として水量ａのときの状態で説明する。図１０は、本
発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の加熱開始温度（温度検知手段の初期温
度θ０）と補正時間Ｔｈａの関係を示す図である。この図は、加熱開始時点の温度検知手
段の初期検知温度θ０によって、Ｔｈａ（ｍｉｎ．）からＴｈａ（ｍａｘ．）の区間で、
図２または、図８で求められた値に対する補正を行うものである。図１１は、本発明の第
１の実施の形態における誘導加熱調理器の高温時の温度検知手段の温度勾配と所定時間以
後の加熱時間と補正時間の関係を示す図である。
【００４３】
　これにより、温度検知手段の検知温度が常温以上の温度（高温）状態であっても加熱開
始時における温度検知手段の検知温度の初期温度に応じて、算出時間に対し補正を行うの
で適切な時間で加熱を行うことができる。
【００４４】
　図１２は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の加熱開始温度（温度検
知手段の初期温度θｈｏｔ０）と時間Ｔｈｏｔａの関係を示す図である。これは、温度検
知手段の検知温度が高温状態（たとえば、６０℃以上）の場合は、前述した加熱時間算出
方法は行わず、温度検知手段の検知温度が高温状態（例えば、６０℃～９０℃）に応じて
、予め決めた時間（例えば、６０秒～４００秒）だけ加熱を行う。前述した所定時間経過
後に行ってもよい。
【００４５】
　これにより、温度検知手段の検知温度が例えば６０℃以上の高温状態であっても、予め
決めた時間まで設定火力の加熱を行い、その後火力を低下させるので高温開始時でもふき
こぼれることなく、また必要以上に沸騰させることなく調理を行うことができる。
【００４６】
　また、設定火力の維持時間が経過したときに報知を行うことで、たとえば、使用者がだ
し汁や鍋物スープを加熱したときに食材を入れるタイミングをわかりやすくすることがで
きる。
【００４７】
　また、前述した温度勾配算出手段で算出された温度勾配の大きさを加熱開始から所定時
間までに算出された最大値とすることで、調理容器内の食材（例えば、水や昆布だし汁な
ど）の水量を適切に推測することができる。
【００４８】
　また、加熱開始後、設定火力の維持時間が経過するまで火力設定を受け付けず、設定火
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に到達するまでに使用者の誤使用や、必要以上に火力を落とすことなく調理することがで
きる。
【００４９】
　また、設定火力の維持時間が経過したときに報知を行うことで、たとえば、使用者がだ
し汁や鍋物スープを加熱したときに食材を入れるタイミングをわかりやすくすることがで
きる。
【００５０】
　また、特に、本機能を鍋物やだし作りを行う自動調理モードとすることで、使用者に対
し機能の用途をわかりやすくし、使い勝手のよい鍋物の調理を行うことができる。
【００５１】
　以上のことから、本実施の形態によれば、加熱開始から所定時間までの温度勾配算出手
段で算出された温度勾配が大きいほど設定火力の維持時間を短くし、設定火力の維持時間
経過後に報知して、報知後は設定火力よりも小さい火力で加熱し、その後使用者がお好み
の火力で調理できるようにしたもので、煮立ち始めや吹き零れ前に火力を低下することが
でき、鍋物調理やだし作り機能などで使い勝手の良い加熱調理を行うことができる。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　以上のように、本発明にかかる加熱調理器は、調理容器内の液体を煮立てて鍋物調理や
だし作り調理などが行われる一般家庭などで使用される加熱調理器に有用である。
【符号の説明】
【００５３】
　１　トッププレート
　２　調理容器
　３　加熱コイル
　４　温度検知手段
　８　インバータ回路
　１４　操作部
　１５　制御部
　１８　第２の温度検知手段
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